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孤独・孤立対策のこれまでの主な取組

施策の更なる充実

○ 孤独・孤立の実態把握に関する全国調査を令和３年12月より実施
→令和３年度末頃に結果を公表し、施策に反映

○ 孤独・孤立対策の重点計画を令和３年12月に策定（フォーラムや有識者会議での意見を反映）

情報発信の充実
○ 孤独・孤立に関する各種支援制度や相談先を一元化し、情報発信するホームページを作成

・ 18歳以下向けのページを令和３年８月17日に先行公開
・ 一般向けのページを令和３年11月２日に公開

政府一体となって対策を推進

○ 長引くコロナ禍の影響により、孤独・孤立の問題が社会問題として一層深刻化・顕在化
→ 令和３年２月より、孤独・孤立対策担当大臣が司令塔となり、政府一体となって孤独・孤立対策を推進
→ 孤独・孤立対策推進会議（全省庁の副大臣で構成）を開催し、総合的・効果的な対策を検討・推進

関係予算による施策の推進

○ 令和３年３月に、孤独・孤立対策に取り組むNPO等を対象に予備費等を活用した約60億円の緊急支援策を
とりまとめ

○ 孤独・孤立対策に取り組むNPO等に対し、「16か月予算」の考えのもと、支援対象やスキームの拡充強化
を図りながら、令和４年度予算案と令和３年度補正予算を合わせて、安定的・継続的に支援

NPO等との連携・意見聴取

○ 「孤独・孤立を防ぎ、不安に寄り添い、つながるための緊急フォーラム」を令和３年２月に開催
○ 「孤独・孤立に関するフォーラム」を令和３年６月～11月に計10回開催（うち３回は地方開催）
○ NPO等の連携プラットフォーム形成の検討を始めるための準備会合を令和３年９月に立ち上げ
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孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム

全国又は特定の地方にお
いて孤独・孤立対策に取
り組むＮＰＯ等支援団体、
関係府省庁等

１．複合的・広域的な連携強化活動
（１）分科会開催
・孤独・孤立に係る課題等のテーマ毎に分科会を設け、現状や課題の共有、対応策等を議論。

分科会１「声を上げやすい・声をかけやすい社会」に向けた取組の在り方」
分科会２「きめ細やかな支援や、地域における包括的支援に向けた行政（国、地方）・

民間・NPO等の役割の在り方」
分科会３「相談支援に係る実務的な相互連携の在り方」

（２）孤独・孤立に関する現場課題ワークショップ
・孤独・孤立対策に関する実務者が日々の実践から感じる現状や課題に対する対応策を議論。
・３月30日、ワークショップ「”多様な各種の居場所“の多様性と種別について」を開催

（３）自治体実務相談事業
・孤独・孤立対策の専門家が現状を聞き取り、実現可能な方向性をともに考え、助言

２．孤独・孤立対策に関する全国的な普及活動
○より多くの方に孤独・孤立対策を認識してもらうため、理念や連携の事例、実態把握調査
の結果などに関するシンポジウムを令和４年度内に複数回開催予定。

・６月21日、シンポジウム「孤独・孤立の実態把握に関する全国調査の結果に見る課題の背
景と取組」を開催

３．情報共有、相互啓発活動
（１）会員向け情報共有・情報発信
・関係団体の活動紹介や支援情報などをメールマガジン形式で３月下旬から週１回程度発信。
・プラットフォーム会員の事務所に事務局職員が訪問しご紹介する「事務局訪問記」を実施。

（２）孤独・孤立に関する調査
・孤独・孤立に資するＮＰＯ法人等への調査の実施（令和４年度）など

主な活動

コロナ禍で顕在化した孤独・孤立の問題に対処するため、官・民・ＮＰＯ等の取組の連携強化の観点
から、全国的な各種相談支援機関やNPO等の連携の基盤として令和４年２月に設立。

体制

会員

※会員数257団体（令和４年６月15日時点）

・会員の中から選出
・総会へ議案提出等運営
に必要な事項を実施

総会

幹事会

(150)

民間団体・助成団体等など
本会活動を支援する団体

賛助会員 (12)

経済団体、地方自治体など
本会活動を協力する団体
※都道府県・政令指定都市
は全て会員登録済
※随時、受付中

協力会員 (95)
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全ての都道府県・市区町村で
孤独・孤立対策担当課室を設定



とっとり孤独・孤⽴対策官⺠連携プラットフォーム

（１）設置目的
孤独・孤立の問題については、行政による政策的な対処のみでは困難又はな
じみづらい場合があり、一方で、NPO法人や社会福祉法人等の支援機関単独で
は対応が困難な実態もあることから、行政、⺠間支援機関等、多様な主体が幅
広く参画し、官⺠一体で取組を推進する。

（２）構成機関
行政（県、県教委、市町村）、社会福祉法人（県社協）、⺠間支援機関等

（３）活動内容
・孤独・孤立対策に関する広報活動
・孤独・孤立対策に取り組むNPO法人等の支援
・関係機関の取組の情報共有及び課題や連携に関するワークショップ実施等の
連携強化活動 など



正式名称 人々のつながりに関する基礎調査

調査目的
我が国における孤独・孤立の実態を把握し、各府省における関連行政諸
施策の基礎資料を得ること

調査対象 全国の満16歳以上の個人：２万人（無作為抽出による）

調査方法
内閣官房から調査対象者あてに調査書類を郵送。
調査対象者はオンライン又は郵送により回答

調査期日 令和３年12月１日（調査への回答期限：令和４年１月21日）

調査事項 孤独や孤立に関する事項、年齢、性別等の属性事項等（全27問）

回 答 数
調査書類の配布数：20000件 有効回答数：11867件
（有効回答率59.3％）

結果公表 令和４年４月８日
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調査の実施概要

孤独・孤立の実態把握に関する全国調査（令和3年）



孤独・孤立の実態把握に関する全国調査の概要（主なもの）

【孤独の状況】

１ 孤独を感じている人（※）の状況 ※ 孤独感が「しばしばある・常にある」と回答した人

○回答全体に占める割合：４．５％

○男女それぞれの回答全体に占める割合：男性４．９％、女性４．１％

○各年代の中で占める割合：「３０代」が７．９％と最も多い。（次いで「２０代」 ７．７％）

○各雇用形態の中で占める割合：「失業中」が１２．５％と最も多い。（次いで「派遣社員」 ８．７％）

○各世帯年収区分の中で占める割合：「年収１００万円未満」が７．３％と最も多い。

○行政機関・NPO等からの支援について「受けていない」と回答した人の割合：８３．７％

２ 現在の孤独感に至るきっかけ

○一人暮らし：２２．５％、家族との死別：２０．７％、心身の重大なトラブル（病気・怪我など）：１７．２％ など

【孤立の状況】 ※ 社会的交流（家族、友人等との接触状況）、社会参加、社会的サポート（他者からの支援・他者への手助け）の状況から把握

１ 同居していない家族や友人たちとのコミュニケーション頻度

○同居していない家族や友人たちと直接会って話すことが全くない人の割合：１１．２％

○男女それぞれの回答全体に占める同割合：男性１３．０％、女性９．５％

２ 新型コロナ感染拡大の影響

○新型コロナの感染拡大により、人と直接会ってコミュニケーションをとることが減ったと回答した人の割合

：６７．６％



孤独・孤立対策における県の推進体制

〇孤独・孤立の問題は、ライフステージや属性、生活環境等に応じ、幅広い分野
が関係するため、部局横断的な視点が必要。

令和４年２月 「鳥取県庁孤独・孤立対策プロジェクトチーム」を設置

⇒各部局での相談窓口の連携確認、各支援窓口にアクセスしやすくするための

ホームページの充実 など

＜メンバー構成＞

チーム長：統轄監

令和新時代創造本部 SDGｓの推進、女性に寄り添った支援

交流人口拡大本部 外国人に対する支援

総務部 人権相談

地域づくり推進部 中山間地域対策

福祉保健部 生活困窮、再犯防止、ひきこもり、自死対策

子育て・人財局 子どもの居場所、児童虐待、DV、ひとり親、不登校児童生徒に
対する支援

生活環境部 住まいの支援、犯罪被害者支援、消費者被害防止

商工労働部 就労支援

教育委員会事務局 いじめ、不登校



プラットフォームをはじめとする今後の取組予定（案）
（１）試行的事業の実施

内閣官房の「地⽅版孤独・孤⽴対策官⺠連携プラットフォーム推進事業」を活⽤して、試⾏的な事業を実
施。 ※今後、同事業による国のコンサルタントの助言も得ながら実施
 孤独・孤立に関するアンケート調査

国の調査では把握できなかった県内の状況を調査・分析し、実態を把握した上で対策⽴案等につなげる。（調査項
目等は、国の全国調査を基にしつつ、本人が孤独・孤⽴を感じていない場合においても、孤独・孤⽴状態にある⽅へ
の支援等をどう考えるか等の本県独自の設問も検討）

 広報ツールの作成
声をあげにくい状態の⽅が、ひとりで抱え込むことがないよう、県の孤独・孤⽴総合案内ページ等を記載した広報

ツール（カードやノベルティなど）を作成・配布し、支援機関につなげる。
（２）孤独・孤立対策に取り組むNPO法人等を支援

 ふるさと納税を活⽤して、県内活動団体を支援する「ギフ鳥」の活⽤など
（３）プラットフォーム第２回会議

 令和５年度実施事業の予算化に向けた意見交換
（４）広報ツールを使った啓発活動、情報発信等

 取組事例研究会、構成機関における広報物配布
 一元的なホームページの作成

（５）相談窓口の充実
 県「家族まるごと相談窓口」を孤独・孤⽴問題にも対応する窓口とし、
対応時間の拡充や各支援機関と連携した対応等を実施

（６）「鳥取県障がい者、高齢者及び介護者等の孤独・孤立を防ぎ、誰一人取り残さない社会づくり
条例（仮称）」の検討

相談
者

相談
窓口
等

支援
機関

相談
窓口
等

とっとり孤独・孤立対策官⺠連携
プラットフォーム

県相談窓口
（東部、中部、⻄部）

連携

連携相談

相談



とっとりホリデイ期間中の相談窓口体制鳥取県障がい者、⾼齢者及び介護者等の孤独・孤⽴を防ぎ、
誰一人取り残さない社会づくり条例（仮称）の検討

【条例の構想】ヤングケアラーの状況にあること、⽼⽼介護、８０５０問題など

⇒ これらの問題を県・市町村・関係機関等が協⼒して鳥取ならではの強みを活
かして支えるための内容を規定
・県、市町村、学校など関係機関の役割
・支援に必要な施策

⾼齢・障がい・疾病・ひきこもり等により援助が必要な方、援助する方に対して
地域全体の絆(きずな)を活⽤して支援等に取組む条例を検討

・5月より関係者による研究会を設置して検討中
・関係団体から意⾒を聞き取り、委託して調査を実施

【参考：県内の状況】
・ヤングケアラー ： 調査対象人数2,994人のうち、自分がケアラーに「当てはまる」との回答者が1.6％（48人）。内訳は小学５年生1.8％（7

人）、中学２年生2.0（8人）、高校２年生3.2％（13人）、青年（19～29歳） 5.1％（20人）。「わからない」との回答者は小学５年生
44.5％（170人）、中学２年生31.0％（127人） 【令和３年県調査】

・老老介護（高齢者夫婦世帯）： 全世帯約22万世帯中 約2.4万世帯（10.9％）が高齢者夫婦世帯 【平成27年国勢調査】
・ひきこもり ： ひきこもり状態にある方の人数685人のうち、年代別の高い順から40歳代209人（30.8％）、30歳代182人（26.8％）、50歳代156

人（23.0％）、20歳代90人（13.3％）、15～19歳42人（6.2％） 【平成30年県調査】

気づいたら適切な支援につなげること、包括的相談の実施、
基本理念に基づく施策の実施

援助者に必要な情報提供、サービスの充実・確保による負担軽減、レスパイトケア など

ヤングケアラー︓本来⼤人が担うと想定されている家事や家族の世話などを⽇常的に⾏っている子ども
８０５０問題︓80代の親が50代の子どもの生活を支えるという問題。背景には子どもの ひきこもり がある。
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